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○

海外転勤とﾛーﾝ控除

Q:会社員である私は、平成8年に住宅を

取得し、住宅取得等特別控除の適用を受けて

いましたが、今年7月に家族をこの住宅に残

したまま、滞在期間2年の予定で海外勤務と

なりました ◎

この場合、私は平成10年分以後も住宅取

得等特別控除の適用を受けることができるの

でしょうか。

_‘ヘ：10年分と11年分は適用されません

が、帰国後の12年分と13年分は適用を受

けることができます。

【解説】

住宅取得等特別控除は、居住者を対象とし、

また 、 その者が「居住の用に供した日以後そ

の年の12月31日まで引き続き居住の用に

供している」ことが必要です。

ご質問の場合、まず、この制度は居住者に

対する特例であり、その年の年末まで引き続

き居住の用に居していることを要件としてい

ることから、年末において非居住者に該当し

ている平成10年分及び11年分については

適用されません。

次に、帰国して居住者となる平成12年分

及び13年分については、本人が海外勤務に

より単身赴任している間、家族がその家屋に

引き続き住んでおり、海外勤務終了後は本人

が家族と共にその家屋に住むことになる場合

には、再度控除が認められることになります。


